
第139回海洋フォーラム

「海洋と海洋資源の保全と持続可能な開発の実現に
向けて～国連海洋会議 準備会合からの速報～」

笹川平和財団海洋政策研究所海洋研究調査部長 古川 恵太

海洋環境部長 ウィルフ・スワーツ
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世界の海の危機

暑くて、酸っぱくて
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世界の海の危機２

海ゴミ、プラスチック、マイクロプラスチック

3ICP-17 (2016)



国際連合憲章
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UN Photo/Yould
The UN Charter being signed by a delegation at a ceremony held 
at the Veterans’ War Memorial Building on 26 June 1945.

われら連合国の人民は、
われらの一生のうちに二度まで言語に絶する悲哀を人類に与えた戦争の惨害から将来の世代を救い、
基本的人権と人間の尊厳及び価値と男女及び大小各国の同権とに関する信念をあらためて確認し、
正義と条約その他の国際法の源泉から生ずる義務の尊重とを維持することができる条件を確立し、
一層大きな自由の中で社会的進歩と生活水準の向上とを促進すること
並びに、このために、
寛容を実行し、且つ、善良な隣人として互いに平和に生活し、
国際の平和及び安全を維持するためにわれらの力を合わせ、
共同の利益の場合を除く外は武力を用いないことを原則の受諾と方法の設定によって確保し、
すべての人民の経済的及び社会的発達を促進するために国際機構を用いることを決意して
、 これらの目的を達成するために、われらの努力を結集することに決定した。

（国際連合広報センター訳）



国連システム（海洋関係）
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総会

安全保障理事会

【総会設立の協議等】
海洋と海洋法に関する国連非公式協議プ

ロセス（UNICPOLOS）

【総会設立の機関等】
国連開発計画（ＵＮＤＰ）
国連環境計画（ＵＮＥＰ）
国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）
国連世界食糧計画（ＷＦＰ）など

【国連海洋法条約】関係機関
国際海洋法裁判所（ＩＴＬＯＳ）
国際海底機構（ＩＳＡ）
大陸棚限界委員会（ＣＬＣＳ）

事務局

信託統治理事会
（現在活動休止中）

国際司法裁判所（ＩＣＪ）

【専門機関】
国際海事機関（ＩＭＯ）
国連教育科学文化機関（ＵＮＩＳＣＯ）
国連食糧農業機関（ＦＡＯ）
世界気象機関（ＷＭＯ）
世界保健機関（ＷＨＯ）
国際労働機関（ＩＬＯ）など

は国連の主要機関

国連平和維持活動
（ＰＫＯ）

【国連関連機関】
国際原子力機関（ＩＡＥＡ）
世界貿易機関（ＷＴＯ）など

【総会設立の理事会】
人権理事会

経済社会理事会
（ECOSOC）

【気候変動枠組み条約】関係会議
締約国会議
気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

【生物多様性条約】関係会議
締約国会議
生物多様性および生態系サービスに関する政府間プラットフォー
ム（IPBES）



経済社会理事会（ECOSOC)
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国連憲章７１条

経済社会理事会は、その権限内にある事項に関係の
ある民間団体と協議するために、適当な取極を行う
ことができる。この取極は、国際団体との間に、ま
た、適当な場合には、関係のある国際連合加盟国と
協議した後に国内団体との間に行うことができる。



協議資格（世界で4,189機関）
・一般(General) 145機関
・特別(Special) 2,931機関
・登録（Roster)   1,113機関

経済社会理事会（ECOSOC)
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沿岸域総合管理の誕生

国連環境開発会議 「持続可能な開発」

1992 リオ・サ
ミット

182ヵ国、4万人

持続可能な開発

「アジェンダ21」→ 新たな仕組みとして沿岸域総合管理を提唱

（2000 ミレニアム開発目標 ＭＤＧｓ）

2015 SDGｓ、
UNFCCC/COP21

2002 ヨハネスブルグ・
サミット WSSD
191ヵ国以上、2万人

2012 リオ+20
190ヵ国、3万人

アジェンダ21の実施状況の点検

「持続可能な開発に関するヨハネスブルグ宣言」

リオサミットのフォローアップ

「我々の目指す未来」→ 新たな課題

2015 持続可能な開発目標 SDGs

「パリ協定」→各国の責任と行動



国連とメジャーグループ
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ビジネスと産業 子供と若者 農民

先住民 地域機関 非政府機関（NGO)

科学技術コミュニティ 女性 労働者と貿易連合

1992年リオサミット
を契機に国連システ
ムとして確立された。

2015年前後から、そ
の重要性（期待され
る役割）が増してき
ている。



2015 持続可能な
開発目標 ＳＤＧｓ
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メジャーグループとステークホルダー

私たちの望む世界
worldwewant2015.org

SDGs E-インベントリ
segseinventory.org

テーマクラスターと運営委員会
公開作業部会の日程に基づき

共同ポジションペーパー

持続可能な開発知識基盤
Sustainabledevelopment.un.org

持続可能な開発目標に関する公開作業部会(OWG)
OWGへのメジャーグループからの入力期限：2014年2月

持続可能な開発目標の提案
第68次 国連総会

メジャーグループとステークホルダーからの寄与
第70次 国連総会、入力期限：2015年9月15日

ハイレベル政治フォーラムでの採択
2
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2015 持続可能な開発目標 ＳＤＧｓ

11



第3回 小島嶼開発途上国国際会議 (SIDS2014)
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サモア、ウポル島アピア

2014年9月1－4日

参加国：115ヵ国、 NGO 他: 548団体

総参加人数：3500人

登録されたパートナーシップ: 299

(内、海洋関係 93, 新規 28)

テーマ：パートナーシップ

行動計画 小島嶼開発途上国行動モダリティ推進の道
SIDS Accelerated Modalities of Action [S.A.M.O.A] Pathwayを採択

小島嶼開発途上国の取り組みおよび国際的支援を促す



サイドイベント開催
「島と周辺海域のより良い保全と管理に向けて」
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• 日時：2014年9月3日（水）11:00-12:30

• 場所：Conference Marquee 4 (CM4)

• 主催：海洋政策研究財団とウーロンゴン大学
オーストラリア国立資源安全保障センター
(ANCORS)

• 参加者：約80名

• 国際的な協働ネットワーク

「島と海のネット（Islands and Ocean Net）」

設立宣言採択



島と海のネット設立に向けたその後の取組み
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• マルチステークホルダーパートナーシップ対話での報告
（2014.9）

• IO Netへの参加呼びかけ（2014.9-10）
• 活動内容の協議

（コアグループ会合：2015.1-2）
• 具体のプロジェクトベースの取り組み開始

（2015年度～）
• その後、官産学民が連携協力して様々な

レベルで協力・交流の推進
• 「島と海のネット」のさらなる活用

http://www.sids2014.org/index.php?page=view&type=1006&nr=2793&menu=1507
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島と海のネット（IOネット）第2回総会

日時：平成28年12月6日（火）及び7日（水）
会場：笹川平和財団国際会議場
主催：公益財団法人笹川平和財団海洋政策研究所
共催：豪州海洋資源・安全保障センター（ANCORS）
特別協力：日本財団

12月8日（木）に
専門家会合「気候変動と環境避難民問題に係る課題と事業
形成の可能性について」

【参加者概要】
参加者数：120名(参加国政府関係者を含む)
参加国数：11ヶ国、地域機関(SPC、SPREP、USP等)、

国際機関(GEF, UNEP,UNESCO-IOC, JEBCO等)

8つのプロジェクト案を審議、実現に向けた取り組みを展開中
1. 島の管理戦略の策定、 2.  島の保全のためのエコロジカル・エンジニアリング
3. 沿岸域総合管理（ICM）を用いた沿岸生態系保全
4. 能力開発と海洋科学研究のプラットフォーム
5. サモアにおけるICMを用いた減災、 6.  越境環境移民の定住と支援
7. 海洋酸性化のための地域監視行動プラットフォームの創出
8. EEZの基線となる島の管理と保全の法的検討



気候変動枠組み条約 第21回締約国会議 (COP21)
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フランス、パリ

2015年11月30日－12月13日

参加国：196ヵ国（首脳 150 ）

国連機関 56、IGO 71、NGO 1,109

「パリ協定」Paris Agreement の合意
全体目標「世界の平均気温上昇を2度未満に抑える（1.5度に
抑える必要性にも言及）」に向けて、各国の行動計画となる
NDCの登録と実施を要請。



196 countries,
29 Article

hold the increase in the 
global average temperature 
to below 2 ˚C above pre-
industrial levels 

Implementation of “Pledge 
and Review” process

Importance of Innovation 
and intervention from 
business sectors

COP21でのオーシャンズ・デー開催 (2015)
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海洋と気候に関する戦略的行動計画
（ロードマップ）

• 37機関からの執筆者
• 政策

• 緩和（Mitigation）：ブルーカーボ
ン

• 適用（Adaptation）：ICM、ブ
ルーエコノミー

• 移転（Displacement)：
• 財政（Financing)
• 能力開発（Capacity Building）：

海洋酸性化

COP22でのオーシャンズ・デー開催 (2016)
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First NDCsの提出状況（2017年1月8日現在）

• 118ヵ国（EU含む）がFirst NDCsを提出済み

• 新たなNDCは10ヵ国、他108ヵ国はINDCの再提出。

• 57%以上（68ヵ国）のFirst NDCに海洋関連の記載。

19
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First NDCにおける海洋に関する記述
118ヵ国のFirst NDCに‘おける具体的な記載例

 緩和策

 海洋エネルギー（洋上風力、潮汐、潮流、
OTEC）、ブルーカーボン、低炭素社会、戦
略・計画策定

 適応策

 温暖化、海面上昇、海洋酸性化、汚染、廃
棄物（海ゴミ）、海洋生態系、生物多様性、
生態系サービス、サンゴ礁、マングローブ
林、浸水、海岸浸食、沿岸域管理、リスク
管理、漁業・資源管理、IUU漁業の撲滅、海
洋保護区、海洋公園、モニタリング、イン
フラ整備、観光、人口集中

N=118



First NDCsの提出状況（2017年1月8日現在）

• 日本のFirst NDC（INDCの再提出）での海洋に関する記載

• 漁船のエネルギー効率の向上と保全

• 自然にやさしい海運に関する総合的施策の実施

• 近隣港湾の選択による陸上輸送距離の低減

• 港湾の低炭素化

• 省エネルギー船の推進

不足分野：生態系・生物多様性、総合的管理、防災、環境、
観光、人口問題、科学的調査、国際社会への貢献等

20



持続可能な開発目標１４の実施に向けた国際会議

国連「海洋会議」 2017年6月5－9日
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国連「海洋会議」について

22

国連決議70/303. 持続可能な開発ゴール14（海洋および海の資源の保全と持続可
能な利用）の実施のための国連会議の手順



国連「海洋会議」について
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国連決議70/303. 持続可能な開発ゴール14（海洋および海の資源の保全と持続可
能な利用）の実施のための国連会議の手順

• 既存の枠組みへの配慮
持続可能な開発のための2030アジェンダ
アジスアベバ行動アジェンダ、パリ合意、仙台防災枠組み2015-2030

• フィジーおよびスウェーデンによる主催
• ハイレベル国連会議として2017年6月5－9日に国連本部で開催
• 会議において

SDG14の実施に向けた方法と支援策を明らかにし
既存のパートナーシップの下、新たなパートナーシップを構築し
全ての関係あるステークホルダーの参画の下
国、地域、世界レベルでのSDG14の実現の経験を共有し
持続可能な開発のハイレベル政治フォーラムへの入力を通して2030アジェン

ダの評価・フォローアップに資する



国連「海洋会議」について
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国連決議70/303. 持続可能な開発ゴール14（海洋および海の資源の保全と持続可
能な利用）の実施のための国連会議の手順（つづき）

• 全体テーマ「私たちの海、私たちの未来：SDG14の実施に向けた協働」
• 可能な限りハイレベルな参加者により
• 2人の議長は、フィジーとスウェーデンから
• 8つの全体会議（プレナリ）

 6月５日午前，６日午前・午後，７午前・午後，８日午後，９日午前・午後
• 7つのパートナーシップ・ダイアログを実施

 6月５日午後，６日午前・午後，７午前・午後，８日午後，９日午前
 共同議長（先進国から1名、途上国から1名）、モデレーター（1名）、パネ

リスト（4名まで）からの発表と加盟国と関係するステークホルダーによる
双方向的な議論

• 6月8日午前に「世界海洋の日」のイベントを実施



国連「海洋会議」について
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国連決議70/303. 持続可能な開発ゴール14（海洋および海の資源の保全と持続可
能な利用）の実施のための国連会議の手順（つづき）

• 宣言「行動の要求（Call for Action）」を決定し、「パートナーシップ・ダイ
アログの概要」と「自発的な公約（Voluntary Commitments）のリスト」を報
告する

• 事務総長に指名された2名のファシリテーターが「行動の要求（Call for 
Action）」の素案の作成および会議準備にあたる

• ファシリテーターは、3月までに「行動の要求（Call for Action）」の素案を示
す

• 事務総長は、2月に準備会合を実施し、 「行動の要求（Call for Action）」の要
素、「パートナーシップ・ダイアログ」のテーマについて審議する。

• 事務総長は、1月末までに上記提案を含む「背景メモ（Background note）」を
作成する



国連「海洋会議」について
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国連決議70/303. 持続可能な開発ゴール14（海洋および海の資源の保全と持続可
能な利用）の実施のための国連会議の手順（つづき）

• 本会議および準備過程には、
 全ての加盟国、特別機関、国連海洋法条約関係機関に公開され参加できる

（ただし、参加機関の法的立場、合意事項に影響を与えない）
 関係あるステークホルダーがオブザーバーとして参加できる
 SIDSの国際会議に参加してきた地域機関も参加できる

 会議の成功に向けて全ての関係者（事務局、資金提供者など）の支援を仰ぐ



準備会合に向けてー背景メモ
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背景メモ（Background note）作成のための非公式準備作業部会（IPWG）

2016年11月設置
WG 1：陸域活動を含む海洋汚染（UNEP,IMO）
WG２：海洋・沿岸生態系の管理と保護と強靭性の強化（FAO、UNEP）
WG３：気候変化・変動、海洋酸性化と海洋生物多様性と生態系に対する影

響緩和（IOC,IAEA）
WG４：持続可能な漁業管理とIUU漁業の撲滅（FAO、UNACTAD）
WG５：海洋保護区と有効な管理計画（UNEP）
WG６：持続可能な海洋資源の利用によるSIDsやLDCsに資する経済的利益

の増進（DESA、WB）
WG７：国連海洋法条約に基づく国際法の施行による財政、能力開発、技術

移転、海洋とその資源保全と持続可能な利用の強化



準備会合に向けてー背景メモ
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背景メモ（Background note）作成のための非公式準備作業部会（IPWG）

WG２：海洋・沿岸生態系の管理と保護
と強靭性の強化（FAO、UNEP）

2016年11月6日：登録、11月16日：原案
照会、11月17日：〆切



準備会合に向けてー背景メモ
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国連文書 A/71/... 「海洋会議」の準備会合に向けた事務総長の背景メモ



準備会合に向けてー背景メモ
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国連文書 A/71/150 「海洋会議」の準備会合に向けた事務総長の背景メモ

• SDG14（7つの具体目標と3つの包括目標）における活動と挑戦
• パートナーシップの構築

 160以上のパートナーシップがリストアップされた（国連サイトには１３８
の公式登録がある）

• パートナーシップ・ダイアログのテーマ案 （関連目標）
1. 海洋汚染（14.1）
2. 海洋・沿岸生態系の管理、保護、保全と再生（14.2、14.5）
3. 海洋酸性化の啓発と最小化（14.3）
4. 持続可能な漁業の実現（14.4、14.6）
5. SIDsやLDCsの経済発展、小規模漁業の振興を含む（14.7、14.b）
6. 科学的知識の増進、調査能力の開発と海洋技術移転（14.a）
7. 国連海洋法条約に基づく国際法の施行（14.c）



国連「海洋会議」準備会合
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会期：2017年2月15－16日（サイドイベントは14日にも開催）
開場：国連本部（ニューヨーク）
セッション：
開会
第1セッション：パートナーシップダイアログの7つのテーマについて
第2－4セッション：「Call for Action」 に盛り込むべき内容について
最終セッション：まとめ

サイドイベント
14日昼、夜、15日昼、夜、16日昼、夜：合計24のサイドイベント

NGOに対して
参加支援、毎朝のブリーフィング、発言権の確保

参加：海洋調査研究部、古川部長、角田主任研
海洋環境部、スワーツ部長、小林研究員



海洋会議準備会合ーサイドイベント
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サイドイベント 2月14日昼

「沿岸炭素生態系」

主催：IOC/UNESCO、IUCN、
CI、Blue Carbon Initiative他

出席：40名

内容：
• マングローブ、塩生湿地、海藻場の炭素
循環の研究成果

• UNFCCCとの連携、NDCへの記載
• いかに行動につなげるか
• 企業の参画は重要
• 政策につなげるには、まだ研究が必要



Conference Room 11
The Ocean Business 
Community: Essential 
Partner in Ocean 
Sustainable Development

海洋健全度指数
Conference Room 11
The Ocean Business Community: Essential Partner in Ocean Sustainable Development（Ocean Health Index）

• 世界海洋理事会（World Ocean Council、本部：ハワイ、メンバー企業1,100社）が主
催、国際商業会議所（International Chamber of Commerce、ICC、本部：ニュー
ヨーク）、国連グローバルコンパクト（UNGC）の代表等がスピーカーとして参加。

• WOCは、船舶運輸、石油ガス採掘、養殖、観光、再生可能なエネルギー、港湾、採
掘、海底ケーブル敷設、海洋法や金融・保険等のサービス業の企業と連携し、海洋の
持続可能な開発に向け、産業界の協働を促し、多様なステークホルダーとの対話を図
ることを目的としている。

• UNGCでは、9200を超える企業が参加し、人権や環境保全など10の原則を掲げ、持続
可能な開発推進に向けた企業の取り組みとステークホルダー連携を進めている。

• SDG14会議がこうした産業界の取り組みとステークホルダー連携を推進するよう対話
を重ね、有効な行動計画の採択と実施を支援していくことが確認された。

企業の海洋責任：持続可能な開発目標を通じた産業界のリーダーシップ

サイドイベント2月１４日昼
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サイドイベント 2月14日夜

「スケールアップしたSDG１４の
実施のための戦略」

主催：スウェーデン政府、トンガ政府、
IMO、GEF、FFA、UNDP、PEMSEA等

内容：
• 既存アプローチのケーススタディの紹介
• 冒頭にピーター・トムソン国連総会議長よ
り挨拶

• GEFの支援を受けた黒海の環境回復、
PEMSEAによるICM、FFAによるマグロ資
源管理、UNDPの大規模海洋生態系
(LME)の取組などが紹介された。



サイドイベント 2月１４日夜

IUU（違法・無報告・無規制）漁業

撲滅に向けた協働

• 国連食糧農業機関（FAO）主催、インドネシア政府、OECD(経済開発協力機構）、PEW慈善
財団代表がスピーカーとして参加。

• FAOはSDG14.4がIUU撲滅に向け、科学的根拠に基づく管理や効果的な漁獲規制の実施を規定
しており、また、SDG14.6では、IUUに繋がる補助金の削減を規定している点などを指摘。

• インドネシアはＩＵＵにより年間200億ドルの漁業収入を喪失、60％のサンゴ礁破壊、広大な
海域と1万7千に上る島嶼地域監視の限界を指摘。ノルウェー・南アフリカ政府が違法漁業由
来の水産物輸入規制の強化に向けた働きかけを強めている経緯などを説明。

• PEW慈善財団は、スペインやサオトメプリンシペがIUUに厳しい対応を示している例を指摘。
• FAOは、IUU対策には、Interpol（国際刑事警察機構）、税務・海上保安・水産・警察棟の部

局間連携が重要との指摘と指摘したうえで、IUU由来水産物流通を阻止するための寄港地措置
協定（Port State Measures Agreement、PSMA）実施強化の必要性を強調。（参考：2009年
採択、2016年6月発効、38か国が批准、加入、日本は未締結）
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 ↓ Strengthening network, hosting workshops 

Communication Platform

Knowledge Base

Development of Communication Tools on Ocean Acidification

Public 
Awareness Data Base

Scientific 
Prediction

MARINE Crisis
Watch & Action

Tackling Issues of Ocean

Warming and Acidification
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サイドイベント 2月15日昼

「海洋と気候とブルーエコノミー」

主催：GOF、IOC/UNESCO、
グレナダ外務省、セイシェル外務省、
アジュール財団、海洋政策研究所

出席：80名

内容：
• UNFCCC/COP21、22からのつながり
• 気候変動と海洋問題は不可分
• 目標の実現に向けて、データの蓄積・共有、能力開発、ブルー
エコノミーによる経済復興などが不可欠

• 直ちに行動を起こさねばならない



サイドイベント 2月１5日昼

SDG１４へのコミットメント

海洋会議での自発的コミットメント登録

• フィジー政府、スウェーデン政府、国連経済社会開発局共催
• SDG14およびそのターゲットの実施推進に資する取り組みを公表し、登録する仕

組み。6月9日の会議終了時までに登録されたものを記録し、会議報告書の一部と
する。会議後も受付は可能。

• 登録主体は、すべてのステークホルダーとし、具体的には、政府、国連機関、そ
のほかの政府間機関、国際・地域金融機関、NGO、CSO（民間団体）、学術・
研究機関、民間企業、慈善団体、その他の機関、個人等。

• 登録するコミットメントは、（１）SDG14の実施促進に寄与する、（２）海洋に
関する国連や法的枠組みを尊重する、（３）成功例に立脚する、（４）実施措置
を含む、（５）情報公開を図る、（６）具体的、測定可能、実現可能、資源に基
く、期間を示す実施計画を示すことが望ましい。 38



サイドイベント 2月１5日昼

海洋健全度指数（Ocean Health Index）

• コンサベーション・インターナショナル等の国際NGOや北米の大学などが連携し、海洋の健
全性を評価し、情報発信を行う。

• 海洋について、現状（Status）、圧力（Pressure）、対応力（回復力、Resilience）を多用
な情報源をもとに評価する。

• 2012-2016の5年にわたりこれまで、世界220の海域の海洋の健全性の評価を進め、100点満
点で71点という評価は大きくは変化していない。しかし、こうした取り組みを進める中で、
モザンビークの海域では2.5ポイント、サモアでは2.3ポイント評価が上昇するなど、海洋保全
に向けた取り組みを促す効果が出ていると考えられる。 39



Towards a Sustainable Blue Economy in the Western Indian Ocean

• WWF International (世界自然保護基金）主催、ス
ウェーデン国際開発協力と気候変動省代表、セイ
シェル環境省、マダガスカル国家海洋事務局の代
表等がスピーカーとして参加。

• ナイロビ条約（正式名称：東アフリカ地域の海
洋・沿岸環境の保護、管理と開発に関する条約、
１９８５年採択、事務局、UNEPナイロビ本部、
マダガスカル、セイシェル、モザンビーク等１０
か国が締結、UNEP地域海洋計画の一部として推
進）で統合的海洋管理の推進を進めており、その
進捗を報告。

• 持続可能な小規模漁業、海洋沿岸観光の推進に向
けた取り組みと課題について議論

サイドイベント 2月１5日昼

西インド洋における持続可能な海洋経済に向けて

40



サイドイベント 2月１5日夜

FAO持続可能な小規模漁業保障のための自主的ガイドライン

Voluntary Guidelines for Securing Sustainable Small-Scale Fisheries

• FAOが主催、スウェーデン海洋水管理庁代表、専門家がスピー
カーとして参加。

• FAOは水産業が専業、兼業も含め漁業および水産物加工業が大規
模な雇用の場を提供している、漁民の90％が零細漁業者である、
漁業・水産業従事者の半数が女性である、1日1ドル以下の収入で
暮らす漁民が多数いる、零細漁民の漁獲は地域社会での消費にま
あっている、零細漁民の9割は途上国に存在するといった社会的側
面を重視すべきと強調。

• FAOは2011年に零細漁民支援に向けた自発的ガイドラインを作成、
貧困削減や衡平は社会経済開発、漁業ガバナンスや持続可能な資
源利用の推進などを目的とし、零細漁民が持続的漁業資源の利用
を務めるといった責務を規定する一方、政府が零細漁民の能力構
築を支援するといった内容を規定している。

• 参加者からは、ガイドラインの国内実施や地域機関による実施促
進が図られる重要性が強調された。 41



NGO会合 2月１6日朝

国連環境計画 クリーン海洋キャンペーン
United Nations Environment Programme Clean Sea Capaign

• UNEPが中心となり、政府や企業、地域社会や市民団体などとともに、日用品や化粧品など
に含まれるマイクロビーズ（プラスチック粒子）に利用禁止や代替物質への切り替え、製品
のデザイン変更、再利用、再生利用（リサイクル）、回収など海洋汚染防止に資する取り組
みを奨励するキャンペーンを立ち上げた。

• デルといった大手コンピューターメーカーのほか、歌手や俳
優、テレビタレントなどと連携してキャンペーンを推進。

• このほか、国連財団（UN Foundation)は、海洋も含め、SDG
についての啓発活動を強化する旨表明。6月4日及び9日には広
報目的としたキャンペーンの実施を予定。 42



サイドイベント 2月１6日昼

• FAOが主催、太平洋島嶼フォーラム漁業機関
（FFA）等がスピーカーとして参加

• FAAは、太平洋の現状として、乱獲指数
（Overfishing Index)および資源量（Stock size）等
で漁業資源の現状を評価、南太平洋では、メバチマ
グロなどが漁獲過剰の指数を示す一方、キハダやか
つお、ビンナガなどのマグロ種は良好な資源量を示
していると報告。

• その上で、漁業者の利益最大化の傾向は強まってお
り、漁獲や漁獲努力（操業時間・日数）などの情報
確保が課題であると指摘した。

• 漁船を監視するための制度である衛星船位置測定送
信機（Vessel Monitoring System)が活用されている
が、この広域展開が課題であるとも指摘した。

• 漁業や水産物貿易収支などを総体的に分析し、政策
提言としていく必要性なども指摘された。

FAO 世界漁業資源の現状と持続可能な漁業開発の機会
The State of Global Fish Stocks and Opportunities for Sustainable Fishery 
Development
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サイドイベント 2月16日夜

「SDG14を達成することによる広
範なSDGｓに対する共益」

主催：ネレウスプログラム、日本財団

内容：
• 環境、平等性の優先性に配慮した海洋に
またがる持続可能な開発目標

• 変わりゆく海洋：気候変動下の海洋資源の
再配分

• 持続性と代表性のための海洋ガバナンス



日本財団ネレウスプログラム
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自然科学と社会科学の融合

Weatherdon et al. (2016) PLoS

Cisneros-Montemayor et al. (in prep)
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Economy

Society

Environment

環境–社会–経済
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SDG間の相乗便益
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アプローチ

関係の有無

関係の方向

必然的・偶発的？

関係の信頼度

Singh et al. in prep. 49



No Poverty

Zero Hunger

Good Health and Well-
BeingQuality Education

Gender Equality

Clean Water and 
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SDG１４（海洋）
との相乗便益

Singh et al. in prep. 50



SDG１４（海洋）との相乗便益

Singh et al. in prep. 51



• SDGターゲット間の関連性をシステマチックに分析する枠組みを構築、

• 水産資源の回復・効果的な漁業規制（14.4）が他分野のターゲットへ一番

大きく貢献、

• 小島嶼開発途上国における経済的便益の増大（14.7）が最も多くリンクされ

ている、

• 相乗便益を考慮することによりターゲットへの優先を割り当て、及び

• 関係性を理解した上で、他分野での便益をレバレッジできる政策の構築。

SDG間の相乗便益アナリシス
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海洋会議準備会合ーインターベンション

53

2月15日午後の発言予定
→16日朝のセッション冒頭に発言（2分）

• “Call for Action”の能力開発について
• WMUなどの経験から、長期間の関与が必要
• 海洋酸性化の脅威、科学的な知識基盤が必要
• 海面上昇への適応策など、包括的な取組みが

必要



国連海洋会議準備会合ーまとめ

54

＜パートナーシップダイアログの7つのテーマ＞
基本方針と論点
 7つのテーマは、広範な枠組みとして捉え、関連するそのほかの課題も議論でき
ることとする。

 SDG14の10のターゲットを含み、ターゲットを再交渉することはしない。
 ターゲットのクラスタリングを考える
 横断的な課題のために、ダイアログを企画する
 パートナーシップ討論では幅広い課題を取り上げられるように議題を広げる。

まとめ
 ７つの提案に合意、ただしテーマ７は、SDG14.cの記述に基づいて修正する
 地域的な連携や、他の行動計画との連携を促進する
 議論を活発に行うための工夫をする
 ダイアログの議論、結論はUNCLOSや他の制度、法と整合性を図る。
 UNCLOSの締約国と非締約国をダイアログでは区別しない。



国連海洋会議準備会合ーまとめ
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＜「Call for Action」に盛り込むべき内容＞
基本方針と論点
 2030アジェンダという包括的（overarching）な枠組みの中で位置づけ、

SDG14実施を推進する会議の目的（マンデート）に従う。
 この会議はSDG14の実施をサポートするものである
 「Call for Action」は簡潔で行動を促す（action oriented）なもので、一般の
人がわかりやすいものとする。

 経済、社会、環境という持続可能な開発の要素のバランスの確保
 17のSDGの不可分性
 緊急の行動の必要性
 SIDS、LDC、内陸国等の特別性



国連海洋会議準備会合ーまとめ
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＜「Call for Action」に盛り込むべき内容（つづき）＞
着目すべき項目として今会合で示されたもの
 海洋汚染（陸域からの流入を含む）
 海ゴミ（海ゴミ、プラスチック、マイクロプラスチック）
 海洋酸性化（気候変動に関連して）
 持続可能な漁業
 海洋保護区
 ブルーエコノミー

まとめ
 効果的なパートナーシップ
 総合的な取組み、Regional, National, Local
 科学的な情報収集、モニタリング、フォローアップ、PDCA
 能力開発、海洋技術移転
 資金供与メカニズムの確立



持続可能な開発目標１４の実施に向けた国際会議

国連「海洋会議」へのロードマップ
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2016年11月：IPWG招集
2017年2月15－16日：準備会合
2017年2月： 本会議登録、サイドイベント登録開始（開始済み）

Voluntary Commitment の受付開始（開始済み）
2017年3月7, 9日 3月20, 21日：準備会合（予定）
2017年3月： 「Call for Action」のゼロ・ドラフト発表（予定）

2017年6月4日：海洋祭（Ocean Festival） www.theoceanfestival2017.org
2017年6月5－9日：「海洋会議」開催
2017年6月8日：「世界海洋の日」イベント
2017年7月10－19日：ECOSOC主催SDGsハイレベル政治フォーラム
2017年9月、12月：SDG14 ネットワーク会議（予定）



第139回海洋フォーラム

「海洋と海洋資源の保全と持続可能な開発の実現に向けて
～国連海洋会議 準備会合からの速報～」

笹川平和財団海洋政策研究所海洋研究調査部長 古川 恵太

海洋環境部長 ウィルフ・スワーツ
58

まとめ
• NGO、ステークホルダーに開かれた国連プロセス
• 文書（決議）による伝達を見逃さず
• 様々な形態の寄与が可能（意思表明、オンライン会議、会議参加、

寄与文書提出）
• 人と人とのネットワーク、コミュニケーションが基本
• 持続的な参加、関与が重要
• 海洋会議の詳細は https://oceanconference.un.org/ にて


